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出した可能性はすでに指摘されているが（Murillo, Oliveros and Vaishnav 2011; 



















（Arce 2010）や「社会紛争」（conflictos sociales）（Calderón 2011），「代替的な政




















































とした Banks and Wilson（2013）の1978～2005年頃までの抗議運動データに
ついて有意な説明力をもつと主張した。






















1990～2002年のあいだおよそ 3 ～ 4 ドル／百万 BTU ⑶ほどで推移していた
が，その後急騰し，2008年には12～16ドル／百万 BTU とほぼ 3～ 4倍にな
った。鉄・非鉄の主要鉱物資源の平均価格も，2002年時点と比べて2005年に
は約 2倍，2011年には約 4 ～ 5 倍に跳ね上がった⑷。2002～2006年に，南米
主要国は過去20年間で最も高い経済パフォーマンスを示したが，資源が豊富
な国では資源価格の高騰と輸出拡大がその多くを説明するものであった
















































































































（CNTS）データ（Banks and Wilson 2013）や国連開発計画とボリビアの

















































アルゼンチン 1,486 391 26.31 1,410 212 15.04 1,512 121 8.00 205 
ボリビア 3,003 884 29.44 3,018 340 11.27 3,029 508 16.77 261 
ブラジル 1,497 81 5.41 2,482 146 5.88 1,500 70 4.67 161 
チリ 0 － － 1,965 71 3.61 1,571 143 9.10 70 
コロンビア 1,503 128 8.52 1,506 103 6.84 1,512 131 8.66 93 
コスタリカ 1,500 124 8.27 1,500 81 5.40 1,498 73 4.87 27 
ドミニカ共和国 1,507 105 6.97 1,500 80 5.33 1,512 121 8.00 98 
エクアドル 3,000 470 15.67 3,000 225 7.50 1,500 104 6.93 173 
エルサルバドル 1,549 73 4.71 1,550 67 4.32 1,497 54 3.61 80 
グアテマラ 1,538 134 8.71 1,504 128 8.51 1,509 107 7.09 168 
ホンデュラス 1,522 241 15.83 1,596 105 6.58 1,728 108 6.25 103 
メキシコ 1,560 121 7.76 1,562 99 6.34 1,560 59 3.78 98 
ニカラグア 1,540 166 10.78 1,540 151 9.81 1,686 138 8.19 －
パナマ 1,536 155 10.09 1,536 74 4.82 1,620 58 3.58 189 
パラグアイ 1,166 151 12.95 1,502 180 11.98 1,510 192 12.72 115 
ペルー 1,500 258 17.20 1,500 182 12.13 1,500 195 13.00 244 
ウルグアイ 1,500 134 8.93 1,500 171 11.40 1,512 114 7.54 132 
ベネズエラ 1,500 250 16.67 1,500 123 8.20 1,500 55 3.67 101 














　本章は LAPOP データを用いるうえで，基本的に Machado, Scartascini and 
Tommasi（2011）と同様に，個人レベルの抗議運動への参加の有無（被説明
変数）に対して，個人レベルの説明変数と国レベルの説明変数の効果をみる
































2010と LAPOP2012では「ある」「ない」の 2 択である。ここでは LAPOP 
2008については「ある」と「ほとんどない」に「 1」を，LAPOP2010と

































　制度要因は，Machado, Scartascini and Tommasi（2011）と同様の作業で制
度に関する指数を作成した。まず Fraser Institute の報告書（Gwartney et al. 
2001-2013）から，司法の独立性についての指数を抽出し，2000年から
2007・2009・2011年までの指数の平均値をそれぞれとって「司法」変数とし
た。第 2に，世界経済フォーラムの Global Competitiveness Report の2002～
2006年版⑽から，法制機関の効率性に関する指数を抽出し，平均値をとって




















































































































































































　政党要因は，ふたつの変数を作成した。第 1 に，Machado, Scartascini and 
Tommasi（2011）の前段階のワーキングペーパー（Machado, Scartascini and 




























































































































































































方で，Machado, Scartascini and Tommasi（2011）が主張した制度要因は，資
源要因を同時に投入するとまったく有意でなくなった。本章の分析は





































































⒀　組織参加変数と賄賂経験変数の算出は，基本的に Machado, Scartascini and 
Tommasi（2011）と同様に行った。
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制度指数 司法 議会 官僚 政党 選挙変易率
－0.12（.07）＊ －0.07（.04）＊ －0.21（.15） 0.31（0.48） －0.09（.04）＊ 0.02（.01）＊＊
（出所）　筆者作成。
（注）　括弧内は標準誤差＊＊は p＜0.05，＊は p＜0.1。
　 個人レベルの説明変数やサンプルサイズの情報は割愛した（前者は一貫して有意，後者
は表5-2と同様）。
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付
表
5－
B
　
説
明
変
数
一
覧
変
数
名
内
　
　
　
容
要
約
統
計
量
国
レ
ベ
ル
資
源
レ
ン
ト
2
0
0
7
・
2
0
0
9
・
2
0
1
1
年
の
石
油
・
天
然
ガ
ス
・
鉱
物
資
源
レ
ン
ト
（
対
数
変
換
，
世
界
銀
行
 W
o
rl
d
 D
e
v
e
lo
p
m
e
n
t 
In
d
ic
at
o
r
よ
り
）
最
小
値
0
.0
0
0
 
中
央
値
0
.8
0
1
 
最
大
値
1
.5
6
3
 
平
均
0
.6
9
7
分
散
0
.2
9
2
変
動
上
記
の
2
0
0
1
～
2
0
0
7
・
2
0
0
9
・
2
0
1
1
年
ま
で
の
標
準
偏
差
（
対
数
変
換
，
世
銀
 W
o
rl
d
 D
e
v
e
lo
p
m
e
n
t 
In
d
ic
at
o
r
よ
り
）
最
小
値
0
.0
0
0
 
中
央
値
0
.3
5
9
 
最
大
値
1
.1
3
7
 
平
均
0
.4
4
5
 
分
散
0
.1
5
5
制
度
下
記
3
点
よ
り
因
子
分
析
に
よ
っ
て
算
出
し
た
ス
コ
ア
最
小
値
－
1
.6
0
6
 
中
央
値
－
0
.3
1
9
 
最
大
値
2
.0
4
2
 
平
均
－
0
.0
7
6
 
分
散
1
.0
0
1
司
法
司
法
の
独
立
性
に
つ
い
て
，
専
門
家
意
見
に
よ
る
0
（
最
低
）
～
1
0
（
最
高
）
の
得
点
（
2
0
0
0
～
2
0
0
7
・
2
0
0
9
・
2
0
1
1
年
の
数
値
の
平
均
）
。
（
F
ra
se
r 
In
st
it
u
te
, 
E
co
n
o
m
ic
 F
re
e
d
o
m
 o
f 
th
e
 W
o
rl
d
 R
e
p
o
rt
よ
り
）
最
小
値
0
.6
3
1
 
中
央
値
2
.4
6
9
 
最
大
値
6
.7
6
3
 
平
均
3
.0
2
9
 
分
散
1
.7
1
0
 
議
会
議
会
の
法
制
作
業
の
効
率
性
に
つ
い
て
，
専
門
家
意
見
に
よ
る
1
（
最
低
）
～
7
（
最
高
）
の
得
点
（
2
0
0
2
－
2
0
0
3
，
2
0
0
3
－
2
0
0
4
，
2
0
0
4
－
2
0
0
5
，
2
0
0
5
－
2
0
0
6
の
数
値
の
平
均
値
。
2
0
0
7
年
以
後
は
数
値
が
存
在
し
な
い
）
。
（
W
o
rl
d
 E
co
n
o
m
ic
 F
o
ru
m
, 
G
lo
b
al
 C
o
m
p
e
ti
ti
v
e
n
e
ss
 R
e
p
o
rt
よ
り
）
最
小
値
1
.5
0
0
 
中
央
値
2
.0
5
0
 
最
大
値
3
.3
7
5
 
平
均
2
.1
2
1
 
分
散
0
.5
0
3
官
僚
官
僚
の
能
力
に
つ
い
て
，
専
門
家
意
見
に
よ
る
0
，
0
.2
5
，
0
.5
，
0
.7
5
，
1
の
得
点
（
2
0
0
2
～
2
0
0
7
・
2
0
0
9
・
2
0
1
1
年
の
数
値
の
平
均
）
。（
In
te
rn
at
io
n
al
 
C
o
u
n
tr
y
 R
is
k
 G
u
id
e
よ
り
）
最
小
値
0
.2
5
0
 
中
央
値
0
.5
0
0
 
最
大
値
0
.7
5
0
 
平
均
0
.4
8
5
 
分
散
0
.1
4
6
政
党
政
党
シ
ス
テ
ム
の
機
能
に
つ
い
て
，
専
門
家
意
見
に
よ
る
2
0
0
3
・
 2
0
0
6
・
 
2
0
0
8
・
 2
0
1
0
・
2
0
1
2
年
の
う
ち
，
説
明
対
象
の
年
ま
で
の
各
国
数
値
の
平
均
値
（
B
e
rt
e
ls
m
an
n
 T
ra
n
sf
o
rm
at
io
n
 I
n
d
e
x
よ
り
）
最
小
値
4
 
中
央
値
6
.5
 
最
大
値
9
.2
5
 
平
均
6
.2
3
3
 
分
散
1
.6
0
0
選
挙
変
易
率
各
国
で
民
政
移
管
以
後
，
そ
れ
ぞ
れ
2
0
0
8
・
2
0
1
0
・
2
0
1
2
年
よ
り
前
に
起
き
た
選
挙
の
選
挙
変
易
率
を
平
均
（
A
lc
an
ta
ra
（
2
0
1
2
, 
4
3
－
4
5
, 
A
p
p
e
n
d
ix
 I
IA
）
よ
り
）
最
小
値
6
.6
1
7
 
中
央
値
2
4
.9
0
0
 
最
大
値
5
0
.7
0
0
 
平
均
2
7
.3
4
0
 
分
散
1
1
.7
1
7
個
人
レ
ベ
ル
（
以
下
，
す
べ
て
L
A
P
O
P
よ
り
）
制
度
の
尊
重
政
治
制
度
を
ど
れ
く
ら
い
尊
重
す
る
か
（
回
答
は
1
（
最
低
）
～
7
（
最
高
）
の
7
点
尺
度
）
1
7
.8
％
2
6
.4
％
3
1
2
.5
％
4
1
8
.6
％
5
1
9
.8
％
6
1
4
.8
％
7
2
0
.0
％
第 5章　ラテンアメリカの資源開発と抗議運動　207
変
数
名
内
　
　
　
容
要
約
統
計
量
政
治
へ
の
関
心
政
治
に
関
心
が
あ
る
か
（
回
答
は
1
=
「
と
て
も
あ
る
」
，
2
=
「
あ
る
程
度
あ
る
」
，
3
=
「
ほ
と
ん
ど
な
い
」
，
4
=
「
ま
っ
た
く
な
い
」
の
4
点
尺
度
）
1
2
6
.7
％
2
3
5
.3
％
3
2
5
.3
％
4
1
2
.8
％
政
治
へ
の
理
解
あ
な
た
は
政
治
を
ど
れ
く
ら
い
理
解
し
て
い
る
と
思
う
か
（
回
答
は
1
（
最
低
）
～
7
（
最
高
）
の
7
点
尺
度
）
1
1
2
.8
％
2
1
0
.7
％
3
1
6
.6
％
4
2
2
.3
％
5
1
8
.4
％
6
1
0
.0
％
7
9
.2
％
左
右
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
あ
な
た
は
自
分
が
左
右
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
の
ど
こ
に
い
る
と
思
う
か
（
回
答
は
1
（
極
左
）
－
1
0
（
極
右
）
の
1
0
点
尺
度
）
平
均
5
.6
2
3
 
分
散
2
.5
1
7
組
織
参
加
宗
教
，
P
T
A
，
共
同
体
組
織
，
専
門
家
，
商
業
者
，
生
産
者
，
農
民
組
織
，
政
党
や
政
治
運
動
の
会
合
へ
の
参
加
（
「
毎
週
参
加
」
に
4
点
，
「
月
に
1
，
2
回
」
に
2
点
，
「
年
に
1
，
2
回
」
に
0
.1
点
を
付
与
し
て
質
問
へ
の
回
答
を
合
計
。
L
A
P
O
P
2
0
0
8
の
み
6
つ
の
質
問
，
L
A
P
O
P
2
0
1
0
と
L
A
P
O
P
2
0
1
2
は
5
つ
の
質
問
の
た
め
，
合
計
値
を
す
べ
て
最
小
値
0
，
最
大
値
1
に
標
準
化
）
最
小
値
0
中
央
値
0
.0
9
6
最
大
値
1
平
均
0
.1
2
8
分
散
0
.1
3
3
賄
賂
経
験
警
察
，
公
務
員
，
地
方
自
治
体
で
の
手
続
き
，
仕
事
場
，
裁
判
所
，
病
院
，
学
校
で
過
去
1
2
カ
月
間
に
賄
賂
を
払
っ
た
こ
と
が
あ
る
か
（
「
あ
る
」
と
答
え
た
場
合
1
点
ず
つ
付
与
し
て
合
計
。
L
A
P
O
P
2
0
0
8
の
み
8
つ
の
質
問
，
L
A
P
O
P
2
0
1
0
と
L
A
P
O
P
2
0
1
2
は
7
つ
の
質
問
の
た
め
，
合
計
値
を
す
べ
て
最
小
値
0
，
最
大
値
1
に
標
準
化
）
最
小
値
0
中
央
値
0
最
大
値
1
平
均
0
.0
4
8
分
散
0
.1
1
4
性
別
男
（
1
）
，
女
（
2
）
男
4
8
.9
％
女
5
1
.1
％
年
齢
実
際
の
年
齢
最
小
値
1
5
中
央
値
3
6
最
大
値
1
0
1
平
均
3
9
.1
4
分
散
1
5
.9
6
教
育
年
数
教
育
年
数
最
小
値
0
中
央
値
1
0
最
大
値
2
9
平
均
9
.1
6
分
散
4
.5
4
収
入
世
帯
所
得
に
つ
い
て
1
0
～
1
6
に
階
層
分
割
し
た
な
か
で
ど
こ
に
位
置
す
る
か
。
調
査
国
・
年
ご
と
に
分
割
単
位
が
異
な
る
の
で
，
最
小
値
0
，
最
大
値
1
に
標
準
化
（
0
は
収
入
な
し
に
該
当
）
最
小
値
0
中
央
値
0
.4
0
 
最
大
値
1
平
均
0
.4
5
分
散
0
.2
4
（
出
所
）　
筆
者
作
成
。

